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§ はじめに

　地方公共団体の会計は、予算を議会による民主的統制のもとに置き、適正かつ確実に執行

するため単式簿記による現金主義会計を採用しています。

　現金主義会計は予算管理の点では優れていますが、会計の財政状態を明らかにするための

資産や負債といったストック情報や、減価償却費や退職手当引当金といった現金支出を伴わ

ないコストを把握することができません。

　本市では、平成１９年度決算分から「総務省方式改訂モデル」に従って財務書類を作成し

てきましたが、平成２７年１月に総務省から「統一的な基準による地方公会計の整備促進に

ついて」が示され、現金主義会計を補完するために発生主義会計による財務書類（貸借対照

表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の作成が要請されたことを受

け、平成２８年度決算分より「統一的な基準による財務書類」を作成し公表しています。

§ 作成基準日

　作成基準日は平成３０年３月３１日です。

　なお、出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払

い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

§ 財務書類の範囲について

　一般会計等財務書類、全体財務書類、連結財務書類を作成します。それぞれの財務書類の

対象範囲は以下のとおりです。

連
　
　
　
　
結

国民健康保険事業特別会計

一般会計 後期高齢者医療事業特別会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計 工業用地造成事業特別会計

市営駐車場事業特別会計 水道事業会計

バス事業特別会計 下水道事業特別会計

東部地区工業用水道事業会計

豊前市土地開発公社 福岡県後期高齢者医療保険広域連合

京築地区水道企業団 福岡県自治振興組合

京築広域市町村圏事務組合 福岡県介護保険広域連合

豊前市外二町清掃施設組合 福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合

豊前広域環境施設組合

吉富町外一市中学校組合

※なお、上毛町外一市一町矢方池土木組合及び豊前市外二町財産組合については、統一的な

　基準による財務書類未作成のため連結対象外とします。

統一的な基準による財務書類の公表について

一般会計等

全 体

連 結
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(1)貸借対照表（バランスシート）

　基準日時点において、市が保有している資産と、その資産がどのような財源（負債・純資
産）で賄われているのかを表した財務書類です。表の左側に資産、右側に負債及び純資産が
計上され、資産の合計と負債・純資産の合計が常に一致することからバランスシートと呼ば
れます。貸借対照表の主な項目は以下のとおりです。

(2)行政コスト計算書

　一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係る費用と、その行政
活動の対価として得られた使用料・手数料などの収益を対比させた財務書類です。行政コス
ト計算書の主な項目は以下のとおりです。

(3)純資産変動計算書

　貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１年間でどのように変動したかを表
す財務書類です。
　「本年度差額」の欄がマイナスの場合は、当年度の純行政コストを当年度の税収等で賄い
きれていないことを表しています。特別な理由も無くマイナスの状態が経常的に続いている
場合は将来世代の資源を現世代が消費し続けていることを意味します。

(4)資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

　一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを三つの活動に
区分して表した財務書類です。

貸借対照表の「退職手当引当金」に加算される当年度分の引当金。

過去に取得した固定資産の取得価額を耐用年数で分割した当年度の負担額

税収や国県等補助金で賄うことになる金額

退職手当引当金
繰入額

減価償却費

純行政コスト

負
債

資
産

純
資
産

退職手当引当金 基準日時点で必要な退職手当の見積額

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積

余剰分（不足分）
基準日時点で使用可能な余剰金。通常は地方債等の将来世代の負担があるため
マイナスとなっている

長期延滞債権 過年度分の税等の未収金。当年度発生分は未収金として流動資産に計上

基金 財政調整基金は流動資産、その他の特定目的基金は固定資産に計上

地方債 将来返済しなければならない借金の残高。翌年度返済分は流動負債に計上

財務書類４表の見方

事業用資産 市庁舎、学校、市営住宅、公民館、文化施設、スポーツ施設等の用地や施設

インフラ資産 道路、橋梁、河川、水路、港湾、上下水道、公園等の用地や施設

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

人件費、物件費、社会保障費等の経常的な行政サービスにかかる支出と、税収、国県
補助金、使用料等の収入の差引。これがマイナスだと、投資活動収支や財務活動収支
のマイナスを補えないため財政的に良好な状態ではない。

資産形成（公共施設の整備、基金積立金、貸付金等）にかかる支出と、国県補助金、基
金繰入金、貸付金回収等の収入の差引。資産形成が行われれば通常はマイナスとなる
が、基金の取崩しが行われるとプラスとなる場合がある。

主に地方債償還等の支出と、地方債発行等の収入の差引。これがプラスだと、地方債
の未償還残高が増加していることになる。
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概要版

（１）貸借対照表 （単位：百万円）

固定資産 34,747 固定負債 11,264
有形固定資産 29,397 地方債 9,320

事業用資産 20,252 退職手当引当金 1,826
インフラ資産 8,740 その他 118
物品 404 流動負債 1,354

無形固定資産 66 １年内償還予定地方債 1,085
投資その他の資産 5,284 賞与等引当金 105

長期延滞債権 366 預り金 117
基金 1,301 その他 47
その他 3,617 負債合計 12,618

流動資産 1,802

未収金 51 余剰分（不足分） △ 12,284
基金 1,469

資産合計 36,549 負債及び純資産合計 36,549

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

（単位：百万円） （単位：百万円）

10,623 前年度末純資産残高 23,905

人件費 1,755 財源 10,181
職員給与費 1,393 税収等 7,582
退職手当引当金繰入額 108 地方税 3,358
その他 255 地方交付税 3,293

物件費等 3,697 その他 931
物件費 2,494 国県等補助金 2,599
維持補修費 99 本年度差額 △ 29
減価償却費 1,101 その他純資産変動 55

その他の業務費用 159
支払利息 107
その他 53

移転費用 5,011 （４）資金収支計算書
補助金等 2,533
社会保障給付 1,992 （単位：百万円）

他会計への繰出金 482 業務活動収支 936
その他 5 投資活動収支 △ 555

経常収益 392 財務活動収支 △ 332
使用料及び手数料 198 本年度資金収支額 49
その他 195 前年度末資金残高 41

純経常行政コスト △ 10,230 本年度末資金残高 90
臨時損失 0 前年度末歳計外現金残高 116
臨時利益 20 本年度歳計外現金増減額 1

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合があります。

△ 10,210

207

至　平成３０年　３月３１日

負債の部

5,611

23,932本年度末純資産残高

純資産の部

23,932

固定資産等形成分 36,216

純資産合計

本年度末現金預金残高

自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

207

自　平成２９年　４月　１日

一般会計等財務書類

純行政コスト △ 10,210

経常費用

資産の部

（平成３０年３月３１日現在）

自　平成２９年　４月　１日

純行政コスト

その他 4

業務費用

現金預金

その他 76

至　平成３０年　３月３１日
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概要版

（１）貸借対照表 （単位：百万円）

固定資産 46,449 固定負債 17,849
有形固定資産 42,130 地方債 13,319

事業用資産 20,252 退職手当引当金 1,845
インフラ資産 20,622 その他 2,685
物品 1,256 流動負債 1,871

無形固定資産 83 １年内償還予定地方債 1,371
投資その他の資産 4,236 賞与等引当金 114

長期延滞債権 532 預り金 132
基金 1,301 その他 255
その他 2,403 負債合計 19,720

流動資産 2,730

未収金 240 余剰分（不足分） △ 18,459
基金 1,469

資産合計 49,179 負債及び純資産合計 49,179

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

（単位：百万円） （単位：百万円）

15,035 前年度末純資産残高 29,307

人件費 1,871 財源 14,133
職員給与費 1,494 税収等 10,494
退職手当引当金繰入額 114 地方税 3,836
その他 263 地方交付税 3,293

物件費等 4,632 その他 3,364
物件費 2,961 国県等補助金 3,638
維持補修費 127 本年度差額 94
減価償却費 1,540 その他純資産変動 57

その他の業務費用 292
支払利息 198
その他 94

移転費用 8,240 （４）資金収支計算書
補助金等 6,243
社会保障給付 1,992 （単位：百万円）

他会計への繰出金 0 業務活動収支 1,276
その他 5 投資活動収支 △ 814

経常収益 977 財務活動収支 △ 380
使用料及び手数料 749 本年度資金収支額 82
その他 228 前年度末資金残高 714

純経常行政コスト △ 14,058 本年度末資金残高 796
臨時損失 0 前年度末歳計外現金残高 116
臨時利益 20 本年度歳計外現金増減額 1

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合があります。

至　平成３０年　３月３１日

純行政コスト △ 14,039 本年度末現金預金残高 912

△ 14,039

その他 4 本年度末純資産残高 29,459

自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日 至　平成３０年　３月３１日

経常費用
業務費用 6,795 純行政コスト

その他 108 純資産合計 29,459

自　平成２９年　４月　１日 自　平成２９年　４月　１日

現金預金 912 固定資産等形成分 47,918

全体財務書類

（平成３０年３月３１日現在）

資産の部 負債の部

純資産の部
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概要版

（１）貸借対照表 （単位：百万円）

固定資産 52,642 固定負債 22,472
有形固定資産 47,927 地方債 14,860

事業用資産 21,806 退職手当引当金 2,502
インフラ資産 24,501 その他 5,110
物品 1,620 流動負債 2,274

無形固定資産 2,587 １年内償還予定地方債 1,558
投資その他の資産 2,128 賞与等引当金 137

長期延滞債権 542 預り金 132
基金 1,732 その他 447
その他 △ 147 負債合計 24,746

流動資産 3,846

未収金 529 余剰分（不足分） △ 22,608
基金 1,708 他団体出資等分 0

資産合計 56,488 負債及び純資産合計 56,488

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

（単位：百万円） （単位：百万円）

22,361 前年度末純資産残高 31,745

人件費 2,687 財源 20,951
職員給与費 1,922 税収等 13,970
退職手当引当金繰入額 477 地方税 3,836
その他 288 地方交付税 3,293

物件費等 5,285 その他 6,840
物件費 3,250 国県等補助金 6,980
維持補修費 200 本年度差額 △ 94
減価償却費 1,810 その他純資産変動 91

その他の業務費用 327
支払利息 229
その他 98

移転費用 14,062 （４）資金収支計算書
補助金等 12,060
社会保障給付 1,994 （単位：百万円）

他会計への繰出金 0 業務活動収支 1,425
その他 8 投資活動収支 △ 1,293

経常収益 1,297 財務活動収支 △ 273
使用料及び手数料 996 本年度資金収支額 △ 141
その他 300 前年度末資金残高 1,395

純経常行政コスト △ 21,064 本年度末資金残高 1,256
臨時損失 0 前年度末歳計外現金残高 116
臨時利益 20 本年度歳計外現金増減額 1

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合があります。

現金預金 1,373 固定資産等形成分 54,350

連結財務書類

（平成３０年３月３１日現在）

資産の部 負債の部

純資産の部

その他 235 純資産合計 31,742

自　平成２９年　４月　１日 自　平成２９年　４月　１日

自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日 至　平成３０年　３月３１日

経常費用
業務費用 8,299 純行政コスト △ 21,045

その他 25 本年度末純資産残高 31,742

至　平成３０年　３月３１日

純行政コスト △ 21,045 本年度末現金預金残高 1,373
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・ 住民一人当たり資産額

　　資産合計 ÷ 住民基本台帳人口

　住民一人当たりの資産額を算出し類似団体と比較することにより、資産形成の度合いを

評価することができます。なお、住民基本台帳人口は類似団体のデータと比較するため

当該年度の1月1日時点の人口を使用しています。

　今年度は前年度から人口が335人減少し、一人当たりの資産額は1万円増加しています。

項目 平成28年度 平成29年度

住基人口 26,375人 26,040人 

豊前市 139万円 140万円 

類似団体平均 206万円 -

・ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

　　有形固定資産減価償却累計額 ÷ 有形固定資産取得価額

　事業用資産及びインフラ資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を見ることに

より、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把握するこ

とができます。割合が大きいほど資産の老朽化が進んでいるといえます。

　今年度は、前年度から数値が2.1％増加しています。

項目 平成28年度 平成29年度

豊前市 50.0％ 52.1％ 

類似団体平均 58.5％ -

・ 純資産比率

　　純資産合計 ÷ 資産合計

　資産総額における純資産の割合を見ることにより、過去及び現世代の負担の割合を把握

することができます。また負担割合の変動を見ることにより、世代間の負担割合の変動を把

握することができ、数値が増加した場合は過去及び現世代の負担割合が増加したことを意

味します。

　今年度は、前年度から数値が0.3％増加しています。

項目 平成28年度 平成29年度

豊前市 65.2％ 65.5％ 

類似団体平均 70.9％ -

財務書類の分析指標（一般会計等）
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・ 将来世代負担比率

　　地方債合計（特例地方債を除く） ÷ 有形・無形固定資産合計

　有形・無形固定資産に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合を見ること

により、社会資本等形成に係る将来世代の負担割合を把握することができます。割合が

大きいほど将来世代の負担が大きいといえます。

　今年度は、前年度から数値が0.5％減少しています。

項目 平成28年度 平成29年度

豊前市 19.6％ 19.1％ 

類似団体平均 25.4％ -

・ 住民一人当たり行政コスト

　　行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

　住民一人当たりの行政コストを算出し類似団体と比較することにより、行政サービスの効

率性の度合いを評価することができます。なお、住民基本台帳人口は類似団体のデータ

と比較するため当該年度の1月1日時点の人口を使用しています。

　今年度は前年度から人口が335人減少しましたが、一人当たりの行政コストは同額です。

項目 平成28年度 平成29年度

住基人口 26,375人 26,040人 

豊前市 39万円 39万円 

類似団体平均 41万円 -

・ 受益者負担比率

　　経常収益　÷　経常費用

　使用料や手数料といった受益者負担の経常経費に対する割合を類似団体と比較するこ

とにより、行政サービスの提供に対して使用料等の受益者負担でどの程度賄えているのか

把握することができます。

　今年度は、前年度と同率です。

項目 平成28年度 平成29年度

豊前市 3.7％ 3.7％ 

類似団体平均 4.5％ -
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